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１．はじめに  
アセット総合リスクマネジメント 1)における道路斜面のリスクは，各道路斜面における災害の生起確率 2)と，そ

のために生じる各種経済損失の積と定義できる． 
 ( ) sssssss DDDDDPR 54321 ++++=  (1) 

ここで，
sR は各斜面の災害に対するリスク，

sP は各斜面における災害の生起確率，
sD1 ～

sD5はそれぞれ各斜面

の人身損失，復旧費用，迂回損失，救急医療損失，孤立集落損失である．本研究ではプロトタイプとして，飛騨

圏域における落石による道路斜面災害を対象にして経済損失評価を試行した． 
２．経済損失評価項目 
本研究では，「道路斜面災害のリスク分析・マネジメント支援マニュアル（案）」2)を参考として，中山間地とい

う地域性を考慮して「救急医療損失」の評価手法の改良と，「不安感を含めた孤立集落損失」の評価手法の開発に

焦点を当てる． 
2.1 人身損失： 1D  
崩壊してきた土砂（落石）が車輌を直撃するあるいは，道路に到達した土砂（落石）に車輌が衝突することに

よって，死亡，重傷，軽傷を被る災害被災者の被害額とする 2)． 
2.2 道路復旧費用： 2D  
 斜面災害で使用不能となった道路を再供用するまでの復旧工事費と到達土砂の運搬処分費とする 2)． 
2.3 迂回損失： 3D  
 斜面災害により道路が通行止めになることから発生する経済損失である．対象地域を含む道路ネットワーク全

体での走行時間と走行距離の増加に伴う走行費用の増大分として評価する 2)． 
2.4 救急医療損失： 4D  
 救急医療損失は斜面災害により救急医療を享受するまでの

時間が増大することから救命率が低下することを人的損失と

して評価する 2)．ここでは，救急医療損失を算定するにあた

って，岐阜大学医学部と対象地域の消防本部の協力により，

平成 20年度の救急医療データに基づいて，7つの疾患に対す
る発生確率を求めた（表 1）．サンプル数は，飛騨市：979件，
高山市：346件，下呂市：1,311件である．ただし，高山市に
おけるサンプル数が他地域と比べて少なかったために，デー

タの補正を行っている．また救命率については同データをも

とにして，橋本ら 3)に従って算定を行った． 
2.5 孤立集落損失： 5D  
 孤立集落損失は，斜面災害により人の移動・物資の流通が

困難となり，住民生活が困難もしくは不可能となることによ

って発生する損失を評価する．具体的には，水道，電気，ガ

ス，情報通信手段，医療，介護，郵便・宅配便の 7 項目にお
けるサービス途絶回避に対する支払意思額（以下WTP）と孤
立集落地域の世帯数の積で評価する．WTPの算出に関しては，

 

表 1 対象地域における疾患発生確率（×10-4） 

　 疾患名 飛騨市 高山市 下呂市
1 脳出血 6.19 10.5 5.44
2 くも膜下出血 4.73 12.4 1.9
3 心筋梗塞 6.19 14.3 8.16
4 心不全 5.46 11.4 5.98
5 肺炎 9.83 0 9.79
6 CPA 7.28 40.9 4.9
7 脳梗塞 14.6 33.3 11.2  
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図 1 各項目の賛同率曲線（孤立予想集落） 
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CVM に基づいて，各項目の途絶が回避されるための

WTPをたずねることで，普段使用しているサービスの
価値を把握するためのアンケート調査を実施した（有

効サンプル数：1,357）．得られたデータから損失の提
示金額における賛同率曲線を求め（図 1），最終的に
WTP を推計した．WTP推定結果は表 2の通りである．
水道，ガス，医療，郵便・宅配便の 4項目については，
提示金額が増加するほど賛同率も減少するという妥当

な結果が得られている．表 2よりライフラインを含む
7 項目の途絶回避に対する WTP は，郵便・宅配便が
3,511（円/月）で最も高く，医療が 2,111（円/月）で最
も低い結果となった．  
３．評価結果 
表 3の仮定のもと，対象地域における全斜面の各種

経済損失評価を行った．図 2は斜面別における各損失
（人身損失 1D ，迂回損失： 3D ，救急医療損失 4D ）の

上位 100の路線区間である．最も損失額の大きい地点
は交通量の多い地点である．図 3より，各損失額を比
較すると迂回損失の割合が大きいことが分かる． 
平成 20 年度岐阜県管理道路の孤立予想集落一覧表
によれば，飛騨圏域における孤立集落は 13路線 13区
間 37集落ある（1,434世帯）．孤立集落損失 5D は，最

も高いのが飛騨市の一般国道 360 号線（438.0 万円）
で，最も低いのが一般県道槍ヶ岳公園線（97.7万円）
と試算された．この値はリスク評価 5)を行う際には重

要な要素となる． 

４．おわりに 

 本研究では，飛騨圏域を対象として落石の経済損失

評価について示した．評価結果によれば，孤立集落損

失がリスクの大きさに影響を及ぼす場合があるため，

孤立集落損失の評価手法の更なる分析が必要となる． 
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表 2 各項目に対するWTP（世帯・月あたり，単位：円） 

項目 WTP 項目　 WTP 
水道 3,242 医療 2,111
電気 2,904 介護 2,928
ガス 2,682 郵便・宅配便 3,511
情報通信手段 2,986 合計 20,364  

 

表 3 経済損失評価の仮定 
① 落石による斜面災害のみを対象とする（ただし，落石径
は一定とする）

② 落石による道路途絶期間は１日とする

③ 降雨による通行規制などの影響は考慮しない

④ 復旧費用は一定とする

⑤ 落石発生に対して空間的な相関（落石の複数同時発生）
は考慮しない  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 各損失が上位 100の路線区間 
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図 3 上位 100路線区間における各損失額 
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